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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第86期中及び第86期においては希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、また第87期中においては潜在株式は存在するものの1株当り中間純損失

であるため記載していません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第86期中 第87期中 第88期中 第86期 第87期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 8,945,252 8,806,861 8,361,943 18,152,635 17,779,073

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 158,239 △47,997 125,050 253,467 38,973

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(千円) 208,874 △64,521 109,686 433,842 26,720

純資産額 (千円) 569,186 734,885 845,916 786,474 723,564

総資産額 (千円) 13,689,556 13,205,987 12,904,681 12,825,638 12,818,316

１株当たり純資産額 (円) 19.88 25.55 29.30 27.49 25.08

１株当たり中間(当期) 
純利益 
又は中間純損失(△)

(円) 7.29 △2.25 3.80 15.15 0.93

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― 3.77 ― 0.92

自己資本比率 (％) 4.2 5.6 6.6 6.1 5.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △332,516 △868,867 357,429 △327,397 △824,735

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 58,434 △4,536 △496 78,680 54,206

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,096 937,738 △378,472 △81,069 719,666

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 1,447,113 1,453,200 1,317,983 1,388,093 1,334,404

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人)
303

〔282〕
288

〔294〕
241

〔277〕
286

〔289〕
246

〔281〕



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第86期中及び第86期においては希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、また第87期中においては潜在株式は存在するものの1株当り中間純損失

であるため記載していません。 

  

回次 第86期中 第87期中 第88期中 第86期 第87期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 8,357,310 8,253,829 7,804,792 17,049,575 16,809,511

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 123,068 △40,332 80,746 234,526 73,244

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(千円) 191,228 △41,991 81,180 407,673 79,329

資本金 (千円) 1,280,388 1,288,538 1,295,738 1,280,388 1,294,088

発行済株式総数 (株) 28,699,655 28,862,655 29,006,655 28,699,655 28,973,655

純資産額 (千円) 100,374 286,711 509,194 316,550 420,515

総資産額 (千円) 13,085,379 12,619,224 12,470,669 12,245,439 12,434,661

１株当たり純資産額 (円) 3.51 9.97 17.63 11.06 14.58

１株当たり中間(当期) 
純利益 
又は中間純損失(△)

(円) 6.68 △1.46 2.81 14.24 2.76

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― 2.79 ― 2.73

１株当たり中間
(年間)配当額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 0.8 2.3 4.1 2.6 3.4

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人)
232

〔231〕
229

〔248〕
212

〔238〕
227

〔237〕
216

〔248〕



２ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、子会社７社(連結子会社７社)で構成されており、その主な事業内容は各種繊

維製品、宝飾品及び生活関連商品の企画及び販売です。 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員です。 

２ 臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間における平均人員を外数で記載しています。 

３ 全社は総務及び経理等の管理部門の従業員です。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員です。 

２ 臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間における平均人員を外数で記載しています。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

和装事業 154 〔123〕

ホームファニシング事業 21 〔 95〕

宝飾事業 32 〔 21〕

その他の事業 9 〔 24〕

全社 25 〔 14〕

合計 241 〔277〕

従業員数(人) 212〔238〕



(3) 労働組合の状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)におきましては、市田株式会社のみ労働組合が組織されており、

下記のとおりです。 

 
  

１ 名称 市田労働組合

２ 組合員数       112名

３ 所属上部団体 加盟していません。

４ 労使関係 安定しています。

５ その他 ユニオンショップ制



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績の改善を背景に景気は踊り場を抜け、再び浮場

の動きが見られました。しかしながら、個人消費におきましては情報通信や旅行等サービス関連の消費

が先行し、原油価格の高騰や年金問題等の影響もあり、衣料品など繊維製品が本格的に回復するまでに

は至りませんでした。 

和装業界におきましても、夏のファッションとして定着した「ゆかた」は堅調に推移いたしました

が、一般呉服につきましては消費需要の低迷と市場規模の縮小化傾向により、依然として厳しい状況が

続いております。 

このような事業環境の下、当社グループは主力の和装および宝飾事業において「営業活動の選択と集

中」を一層推進し、特に大規模小売店への取組拡大を引き続き図ってまいりました。また、消費者ニー

ズに基づいた商品開発、催事企画の提案力増強と原価率改善のため「オリジナル商品の活性化」に注力

するとともに「催事運営の改善」を徹底してまいりました。 

さらに、個別取引先との取引関係や市場環境を踏まえた当社グループとしての営業施策をより明確に

し、刻々と変化する市場環境に対し迅速な対応が出来るような組織体制、経営管理体制を構築してまい

りました。 

また、ホームファニシング事業におきましては、既存ショップ活性化のための新商材の投入や新規出

店による販売拡大を図りました。 

その結果、当中間連結会計期間における売上高は減少となりましたが、販売費及び一般管理費は固定

費の削減に加え、和装事業の催事関係費用の変動費化推進等で前年同期比368百万円の減少となり、営

業利益・経常利益・中間純利益とも「経営再建計画」の計画数値を上回りました。 

当中間連結会計期間の業績につきましては売上高8,361百万円（前年同期比5.1％減）、営業利益143

百万円（前年同期は営業損失32百万円）、経常利益125百万円（前年同期は経常損失47百万円）、中間

純利益は109百万円（前年同期は中間純損失64百万円）となりました。 

  

事業別の状況は、次のとおりであります。 

和装事業部門 

（きもの） 

当中間期に売上が集中する「ゆかた」は、百貨店での販売が好調で、新規販売チャネルの開拓、新規

取引先の拡大もあり計画以上の成果を収めることができました。一方で、一般呉服における催事販売は

依然として厳しい状況が続く中、当中間期は採算重視の視点から催事費用の変動費化を推進するととも

に、催事実施件数を絞り込んだため減収となりました。 

この結果、当部門の売上高は5,393百万円（前年同期比4.1％減）となりました。 

  

（宝 飾） 

和装小売業界でのきもの以外の商材による催事の比重の高まりを受け、当部門においても宝飾品を中

心に商品の鮮度向上と集客見込客に添った品揃えの催事を実施してまいりました。各小売店とのタイア



ップ催事においては新規先も増え堅調に推移しましたが、不採算が見込まれる催事は中止しました。

 この結果、当部門の売上高は1,023百万円（前年同期比11.6％減）となりました。 

  

ホームファニシング事業部門（ポロ・ラルフローレン） 

百貨店における既存ショップは一部で好調なものの全体としては苦戦を強いられ前年割れとなりまし

た。しかし、新規出店効果と平場からソフトコーナーへの形態変更等による積極展開が功を奏し、既存

ショップの減収をカバーいたしました。また、昨年末から新規投入した婦人用パジャマも堅調に推移、

全体の売上を底上げし増収となりました。 

この結果、当部門の売上高は1,634百万円（前年同期比3.0％増）となりました。 

  

その他事業部門 

フォーマルウェア「パティオ」は、通信販売・カタログ販売による新たなチャネルでの取り組みが売

上に寄与しましたが、百貨店での店頭販売は苦戦を強いられ減収となりました。 

また、製品ＯＥＭの撤退作業は完了しました。 

この結果、当部門の売上高は370百万円（前年同期比26.0％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ16百万円減少し、

1,317百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加726百万円があったものの、売上債権の

減少634百万円と仕入債務の増加333百万円、及び税金等調整前中間純利益の計上129百万円等により

357百万円の収入となり、前中間連結会計期間と比較して1,226百万円増加しました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得等により０百万円の支出となり、前中間連

結会計期間と比較して４百万円増加しました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済380百万円等により378百万円の支出とな

り、前中間連結会計期間と比べて1,316百万円減少しました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの受注実績は次のとおりです。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は次のとおりです。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

事業部門 受注高(千円)
前中間連結会計
期間比(％)

受注残高(千円)
前中間連結会計 
期間比(％)

和装事業 5,284,918 93.3 92,020 92.6

ホームファニシング事業 1,702,491 105.5 241,000 120.5

宝飾事業 1,021,050 88.2 6,800 85.0

その他の事業 285,502 60.8 50,000 33.3

合計 8,293,963 93.1 389,820 85.2

事業部門 販売高(千円)
前中間連結会計 
期間比(％)

和装事業 5,393,198 95.9

ホームファニシング事業 1,634,227 103.0

宝飾事業 1,023,750 88.4

その他の事業 370,261 74.0

消去又は全社 △ 59,495 100.9

合計 8,361,943 94.9



３ 【対処すべき課題】 

きもの市場は、ブライダル需要に顕著に見られるように生活様式の変化から縮小傾向にありますが、日

本の伝統文化として消費者のあこがれは根強く、一方経済のグローバル化による「和の様式」への回帰現

象といった新たな需要も芽生えてきております。この需要の変化は産地、流通構造にも大きな変化をもた

らしております。 

きもの事業の対処すべき課題の中心は、縮小傾向にあるきもの市場への対応として「商品開発力」と

「販売企画力」を高め、市場における競争優位性を発揮し、安定した利益体質を確立することにありま

す。当面の営業施策として「営業活動の選択と集中」「オリジナル商品の活性化」「催事運営の改善」

「徹底した経費削減」を着実に遂行してまいります。 

また、ホームリビング事業につきましては、売上の拡大と収益力の向上を実現するために主軸である百

貨店販路へのソフトコーナーの新規出店と既存ショップのリニューアルを進めます。さらに、消費行動の

変化に対応するために新商品の投入と品揃えの充実を推進してまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が9,500株増

加しております。 

２ 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

３ 大阪証券取引所については平成17年10月25日に上場廃止の申請を行い、同年12月19日に上場廃止となってお

ります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 60,720,000

計 60,720,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 29,006,655 29,016,155
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 29,006,655 29,016,155 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

 新株予約権 
  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、500株です。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
   また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行うときは(新株

予約権の行使により新株を発行又は自己株式の処分を行う場合を除く)、次の算式により金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
   なお、上記数式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替えるものとする。 

   上記のほか、新株予約権発行後に当社が他社と合併又は会社分割を行う場合には、払込金額の調整を必要

とするやむを得ない事由が生じたときは、必要かつ合理的な範囲で払込金額の調整を行う。 

  

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

中間会計期間末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数(個) 1,155 (注)１ 1,136（注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(数) 577,500 568,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり100円(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～
平成21年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  100
資本組入額  50

同左

新株予約権の行使の条件
新株予約権の一部行使はでき
ない。

同左

新株予約権の権利行使の時
に、当社及び子会社の取締役
もしくは従業員の地位にある
こと。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職、転籍、そ
の他当社の取締役会が正当な
理由があると認めた場合はこ
の限りでない。

同左

付与対象者が死亡した場合
は、新株予約権は行使できな
くなるものとする。

同左

新株予約権の質入、その他一
切の処分はできないものとす
る。

同左

その他の権利行使の条件は、
第84期定時株主総会決議及び
当社取締役会決議に基づき、
当社と割当者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」に
定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当社の取締役会の承認を要す
る。

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 新株予約権の行使による増加です。 

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日

33,000 29,006,655 1,650 1,295,738 1,650 20,019

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

フェニックス・キャピタル株式会

社
東京都千代田区丸の内２－２－１ 6,382 22.01

ジャパン・リカバリー・ファンド 

(業務執行組合員 フェニックス・

キャピタル株式会社)

東京都千代田区丸の内２－２－１ 5,681 19.59

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町 

１－２－10
1,060 3.66

市田取引先持株会 東京都中央区日本橋浜町１－12－９ 969 3.34

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 696 2.40

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 417 1.44

株式会社洛栄
京都市中央区六角通室町西入玉蔵町

125
367 1.27

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞ヶ関３－７－３ 353 1.22

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都千代田区麹町１－４ 304 1.05

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社信託口
東京都港区浜松町２－11－３ 224 0.77

計 ― 16,457 56.74



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 1「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が39,000株(議決権78個)含まれていま

す。 

2「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式252株が含まれています。 

  

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

132,000
―

権利内容に何ら限定の無い当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

28,066,000
56,132    同上

単元未満株式
普通株式

808,655
― 同上

発行済株式総数
29,006,655

― ―

総株主の議決権 ― 56,132    ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己株式等) 
市田株式会社

東京都中央区日本橋浜町
１－12－９

132,000 ― 132,000 0.46

計 ― 132,000 ― 132,000 0.46



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 東京証券取引所の市場(第一部)相場です。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 
  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 186 177 180 186 197 194

最低(円) 153 159 166 173 172 185



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けておりま

す。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,453,200 1,317,983 1,334,404 

２ 受取手形及び売掛金 ※１ 3,267,830 2,956,768 3,591,412 

３ たな卸資産 4,314,291 4,652,740 3,926,165 

４ その他 240,526 315,829 246,360 

流動資産合計 9,275,847 70.2 9,243,322 71.6 9,098,343 71.0 

貸倒引当金 △69,310 △34,554 △56,098

差引流動資産合計 9,206,537 69.7 9,208,768 71.4 9,042,245 70.5 

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産

１ 建物及び構築物 ※１ 3,433,724 3,290,493 3,291,143 

減価償却累計額 △2,562,680 871,043 △2,520,946 769,546 △2,494,653 796,490 

２ 土地 ※１ 1,692,115 1,562,173 1,576,773 

３ その他 415,152 416,059 415,535 

減価償却累計額 △312,571 102,580 △315,225 100,833 △314,008 101,527 

有形固定資産合計 2,665,739 20.2 2,432,553 18.8 2,474,790 19.3 

(2) 無形固定資産 7,437 0.1 4,470 0.0 7,247 0.1 

(3) 投資その他の資産

１ 投資有価証券 81,212 66,269 69,424 

２ その他 ※１ 1,624,756 1,432,092 1,526,894 

投資その他の 
資産合計

1,705,968 12.9 1,498,361 11.6 1,596,318 12.5 

貸倒引当金 △379,695 △239,472 △302,285

差引投資その他の 
資産合計

1,326,272 10.0 1,258,888 9.8 1,294,032 10.1 

固定資産合計 3,999,450 30.3 3,695,913 28.6 3,776,070 29.5 

資産合計 13,205,987 100.0 12,904,681 100.0 12,818,316 100.0 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 4,458,378 4,681,769 4,348,120 

２ １年以内返済予定 
  長期借入金

※１ 330,300 580,300 645,550 

３ 未払費用 244,350 248,360 253,568 

４ 未払法人税等 24,795 18,122 24,264 

５ 未払事業所税 8,500 8,349 17,054 

６ 未払消費税等 7,918 8,675 4,679 

７ 返品調整引当金 42,000 34,000 30,000 

８ 繰延税金負債  ― 875 329

９ その他 94,359 69,288 51,912 

流動負債合計 5,210,602 39.4 5,649,742 43.8 5,375,480 42.0

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※１ 7,221,491 6,365,991 6,681,091 

２ 繰延税金負債 ― 3,220 ―

３ 退職給付引当金 9,601 7,971 7,057 

４ その他 29,406 31,839 31,123 

固定負債合計 7,260,499 55.0 6,409,022 49.6 6,719,271 52.4

負債合計 12,471,102 94.4 12,058,765 93.4 12,094,752 94.4

（少数株主持分）

少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,288,538 9.7 1,295,738 10.0 1,294,088 10.1

Ⅱ 資本剰余金 8,222 0.1 20,117 0.2 18,467 0.1

Ⅲ 利益剰余金 247,716 1.9 351,806 2.7 227,519 1.7

Ⅳ 土地再評価差額金 △796,613 △6.0 △811,213 △6.3 △796,613 △6.2

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

△385 △0.0 5,970 0.1 349 0.0

Ⅵ 為替換算調整勘定 △1,493 △0.0 66 0.0 △5,100 △0.0

Ⅶ 自己株式 △11,099 △0.1 △16,569 △0.1 △15,147 △0.1

資本合計 734,885 5.6 845,916 6.6 723,564 5.6

負債、少数株主持分
及び資本合計

13,205,987 100.0 12,904,681 100.0 12,818,316 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,806,861 100.0 8,361,943 100.0 17,779,073 100.0 

Ⅱ 売上原価 5,531,348 62.8 5,279,813 63.1 11,295,312 63.5

売上総利益 3,275,512 37.2 3,082,129 36.9 6,483,761 36.5

返品調整引当金 
戻入額

― ― ― ― 7,000 0.0

   返品調整引当金 

   繰入額
5,000 0.1 4,000 0.0 ― ―

差引売上総利益 3,270,512 37.1 3,078,129 36.8 6,490,761 36.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 荷具運送費 138,044 139,100 269,920

２ 旅費交通費 270,686 242,017 515,807

３ 広告宣伝費 12,446 27,242 76,515

４ 販売促進費 250,456 218,119 478,760

５ 給料等人件費 1,768,538 1,641,770 3,369,017

６ 不動産賃借料 151,832 114,424 274,132

７ 事業所税 8,020 8,349 16,384

８ 減価償却費 32,438 28,212 64,694

９ その他 670,666 3,303,130 37.5 514,963 2,934,200 35.1 1,359,797 6,425,029 36.1

営業利益又は
営業損失(△)

△32,617 △0.4 143,929 1.7 65,731 0.4

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 30,633 32,028 61,875 

２ 受取配当金 1,834 1,854 1,834 

３ 不動産賃貸料 34,640 37,337 71,582 

４ その他 13,491 80,600 0.9 9,177 80,398 1.0 37,564 172,857 0.9

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 75,141 78,181 157,625 

２ 手形売却損 12,712 12,461 24,272 

３ その他 8,126 95,980 1.0 8,632 99,276 1.2 17,717 199,615 1.1

経常利益又は
経常損失(△)

△47,997 △0.5 125,050 1.5 38,973 0.2

Ⅵ 特別利益

１ 貸倒引当金戻入額 9,704 20,779 28,516 

２ 償却済債権取立益 ― 1,372 ―

３ 投資有価証券売却益 ― 9,704 0.1 226 22,379 0.2 1,223 29,740 0.2



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

１ 減損損失 ※2 ― 17,261 ―

 ２ 投資有価証券評価損 ― 1,100 ―

３ 商品事故広告損 ※1 9,141 ― 9,141 

４ ブランド撤退損 ― ― 9,717

５ 事業撤退損 ― 9,141 0.1 ― 18,361 0.2 7,399 26,258 0.2

税金等調整前中間
(当期)純利益又は
税金等調整前中間
純損失(△)

△47,435 △0.5 129,068 1.5 42,455 0.2

法人税、住民税 
及び事業税

17,084 19,389 15,444 

法人税等調整額 △0 17,084 0.2 △7 19,382 0.2 289 15,734 0.0

中間(当期)純利益 
又は 
中間純損失(△)

△64,521 △0.7 109,686 1.3 26,720 0.2



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 10 18,467 10

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 62 ― 87

 ２ 増資による新株式の発行 8,150 1,650 13,700

  ３ 連結子会社合併に伴う 
      資本剰余金増加高

― 8,212 ― 1,650 4,669 18,457

Ⅲ 資本剰余金
  中間期末(期末)残高

8,222 20,117 18,467

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 312,237 227,519 312,237

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 ― 109,686 26,720

 ２ 土地再評価差額金取崩額 ― ― 14,600 124,286 ― 26,720

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 中間純損失 64,521 ― ―

 ２ 連結子会社合併に伴う
   利益剰余金減少高

― 64,521 ― ― 111,438 111,438

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

247,716 351,806 227,519 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益又は税金等調整前 
  中間純損失(△)

△ 47,435 129,068 42,455

２ 減価償却費 37,185 32,425 74,184

３ 減損損失 ― 17,261 ―

４ 固定資産除売却損益 ― 311 ―

５ 投資有価証券売却及び
評価損益

― 873 △ 1,222

６ 貸倒引当金の増減額 △ 58,569 △ 84,356 △ 149,191

７ 退職給付引当金の増減額 △ 1,676 913 △ 4,221

８ 受取利息及び受取配当金 △ 32,467 △ 33,882 △ 63,710

９ 支払利息 75,141 78,181 157,625

10 売上債権の増減額 259,620 634,643 △ 63,961

11 たな卸資産の増減額 △ 576,434 △ 726,574 △ 188,308

12 仕入債務の増減額 515,557 333,649 405,299

13 未払消費税等の増減額 △ 60,720 3,996 △ 63,959

14 未払金の増減額 △ 1,015,055 ― △ 1,015,055

15 その他 108,356 67,976 174,541

小計 △ 796,498 454,488 △ 695,525

16 利息及び配当金の受取額 32,467 33,882 63,710

17 利息の支払額 △ 81,856 △ 97,109 △ 163,049

18 法人税等の支払額 △ 22,980 △ 33,831 △ 29,871

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△ 868,867 357,429 △ 824,735

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー
１ 有形固定資産の取得
による支出

△ 4,536 △ 724 △ 7,092

２ 有形固定資産の売却
による収入

― ― 60,000

３ 無形固定資産の売却
による収入

― ― 76 

４  投資有価証券の売却
による収入

― 227 1,223

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△ 4,536 △ 496 54,206



前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

１ 長期借入れによる収入 1,000,000 ― 1,000,000

２ 長期借入金の返済
による支出

△ 75,150 △ 380,350 △ 300,300

３ 増資による収入 16,300 3,300 27,400

４ その他 △ 3,411 △ 1,422 △ 7,433

財務活動による 
キャッシュ・フロー

937,738 △ 378,472 719,666

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

771 5,118 △ 2,825

Ⅴ 現金及び現金同等物に係る
増減額

65,106 △ 16,421 △ 53,688

Ⅵ 現金及び現金同等物に係る
期首残高

1,388,093 1,334,404 1,388,093

Ⅶ 現金及び現金同等物に係る
中間期末(期末)残高

1,453,200 1,317,983 1,334,404



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

すべての子会社を連結して

います。

すべての子会社を連結して

います。

すべての子会社を連結して

います。

 (1) 連結子会社 ８社 ブドー真岡工業株式

会社

   株式会社しるくらん

ど

   株式会社彩柳苑

   株式会社日本クリエ

イティブ・センター

   株式会社きもの一番

館

   井筒工芸株式会社

   株式会社マルマス

   市田貿易(上海)有限

公司

７社 株式会社しるくらん

ど

   株式会社彩柳苑

   株式会社日本クリエ

イティブ・センター

   株式会社きもの一番

館

   井筒工芸株式会社

   株式会社マルマス

   市田貿易(上海)有限

公司

７社 株式会社しるくらん

ど

   株式会社彩柳苑

   株式会社日本クリエ

イティブ・センター

   株式会社きもの一番

館

   井筒工芸株式会社 

   株式会社マルマス

   市田貿易(上海)有限

公司

前連結会計年度末に連結子

会社でありましたブドー真

岡工業㈱は、平成16年12月

22日をもって当社と合併し

同社は解散しました。  

２ 持分法の適用に関

する事項

①持分法を適用していない

関連会社

 株式会社アドバンスネッ

トワーク

――――――― ①持分法を適用していない

関連会社

 株式会社アドバンスネッ

トワーク

②持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社は、中

間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても

重要性がないため、持分

法を適用していません。

――――――― ②持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社は、当

期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても

重要性がないため、持分

法を適用していません。

３ 連結子会社の中間

決算日等(事業年

度等)に関する事

項

連結子会社のうち、株式会

社マルマス及び市田貿易

(上海)有限公司の中間決算

日は６月30日であり、中間

財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸

表を使用しています。それ

以外の連結子会社の決算日

は９月30日です。

連結子会社のうち、株式会

社マルマス及び市田貿易

(上海)有限公司の中間決算

日は６月30日です。中間連

結財務諸表の作成に当たっ

ては、同決算日現在の中間

財務諸表を使用し、中間連

結決算日との間に発生した

重要な取引については、連

結上必要な調整を行ってい

ます。それ以外の連結子会

社の決算日は９月30日で

す。

連結子会社のうち、株式会

社マルマス及び市田貿易

(上海)有限公司の決算日は

12月31日であり、連結財務

諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を

使用し、１月１日から連結

決算日３月31日までの期間

に発生した取引について

は、連結上必要な調整を行

っています。それ以外の連

結子会社の決算日は３月31

日です。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

  (イ)有価証券 その他有価証券

 時価のあるもの

  中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

  (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してい

ます。)

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  連結決算日の市場価格

等に基づく時価法

  (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してい

ます。)

 時価のないもの

  移動平均法による原価

法

 時価のないもの

同左

 時価のないもの

同左

  (ロ)たな卸資産

    商品
親会社

評価基準 低価基準

評価方法 総平均法

連結 

子会社

評価基準 低価基準

評価方法 最終仕入

原価法  

親会社 同左

連結 

子会社
同左

 

親会社 同左

連結 

子会社
同左

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

  (イ)有形固定資産  親会社及び連結子会社

定率法

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は、定額法を採用していま

す。

なお、主な耐用年数は次の

とおりです。

建物及び構築物 ６～50年

その他の有形固定資産

２～15年

 親会社及び連結子会社

定率法

同左

 親会社及び連結子会社

定率法

同左

  (ロ)無形固定資産 定額法 定額法 定額法

 (3) 重要な引当金の

計上基準

  (イ)貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上していま

す。

同左 同左



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  (ロ)返品調整引当

金

百貨店取引の売上返品によ

る損失に備えるため、売上

高、返品率及び売上総利益

率を勘案した損失見積額を

計上しています。

同左 同左

  (ハ)退職給付引当

金

連結子会社の従業員の退職

給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しています。

同左 連結子会社の従業員の退職

給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計

上しています。

 (4) 重要な外貨建の

資産及び負債の

本邦通貨への換

算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ています。 

なお、在外子会社等の資

産、負債、収益及び費用に

ついては、存外子会社の中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替

換算調整勘定に含めていま

す。

同左 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

ます。 

なお、在外子会社等の資

産、負債、収益及び費用に

ついては、存外子会社の決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

資本の部における為替換算

調整勘定に含めています。

 (5) 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

ます。

同左 同左

 (6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用していま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

及び連結キャッシ

ュ・フロー計算書

における資金の範

囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に満期日又は償還日の

到来する短期投資からなっ

ています。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に満期日又は償還日の到来

する短期投資からなってい

ます。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

    ―――――――

 (固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。

 これにより、税金等調整前中間純

利益は、17,261千円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しています。

―――――――



追加情報 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号)に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費 

が8,000千円増加し、税金等調整前

中間純利益が8,000千円減少してお

ります。

――――――― (経営再建計画の進捗状況について)

当社は「私的整理に関するガイド

ライン」に従い、平成14年３月８日

付で成立し、平成15年５月22日付で

修正した経営再建計画(以下、「修

正再建計画」)を実行しています。

なお、当期の業績を踏まえて、「修

正再建計画」を一層精緻化し強化し

た経営再建計画が、平成17年５月20

日付で協定債権者の承認を受けてお

ります。

 (1) 市田リバイバルプランの進捗

   状況について

経営再建計画達成のための重

点戦略「市田リバイバルプラ

ン」の進捗状況は下記のとお

りです。

① 小規模催事見直しによる催

    事効率の向上

小規模不採算催事につい

て、スコアリングシートの

導入や得意先との年間コン

ベンションを実施してまい

りましたが、催事計画全般

にわたり、現場任せにして

いた面があり、実現性の低

い計画に基づいた小規模不

採算催事を排除しきれませ

んでした。

    ② 大規模小売店への一層の営

業拡大

目標必達に向け、担当者を

増員したことにより売上シ

ェアは拡大できました。し

かしながら、対象得意先の

業績拡大トレンドからすれ

ば更なる改善余地があり、

商材開発や営業人員の集中

的な投入などの課題も残り

ました。

    ③ 消費者ニーズに基づいた商

品作り

若者向きの店頭商材とショ

ップ運営ノウハウの蓄積を

目的にＹＵＺＵ企画部を設

置、専門店の店頭改装を伴

うＹＵＺＵ商品の取扱店も

増加しました。また、当社

の強みであるオリジナル商

品の開発を目的に、特にＹ

ＵＺＵ企画部と歩調を合わ

せ若者を取りこむための商

材の開発に注力した結果、



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

ゆかたや店頭雑貨は好調に

推移しました。しかし、当

社戦略商品であるオリジナ

ルブランド商品の再構築に

ついては、成果を挙げるま

でにはいたりませんでし

た。

   ④ ナレッジ・マネジメントシ

     ステム体制の構築

各種データベースや掲示板

の活用等、社内で情報を共

有化するためのインフラは

整備でき、意思伝達のスピ

ード化は図れるようになり

ましたが、催事運営のノウ

ハウの共有や社員同士での

改善案の検討といったコミ

ュニケーションツールとし

ては未だ十分には活用でき

ておりません。

  ⑤ ＰＴ(プロジェクトチーム)

    ソリューションの実践

当期も各部門の合理化等に

向けＰＴを立ち上げ現場で

の問題点抽出・解決のため

の具体策を模索してまいり

ました。特に、当社の中心

事業である和装事業につ

き、徹底的な現状分析・目

指すべき方向性の検討を加

えてまいりました。こうし

た提言を積極的に受け入

れ、今後の営業活動に繋げ

てまいります。

 (2) 数値の比較

経営再建計画数値の実績と計

画は下記のとおりです。

(単位：百万円）

平成 

15年 

３月期

平成 

16年 

３月期

平成 

17年 

３月期

平成 

18年 

３月期

平成 

19年 

３月期

実績 実績 実績 計画 計画

売上高 17,815 18,152 17,779 17,330 17,620

営業利益 △538 256 65 335 415

経常利益 △539 253 38 305 395

当期純利益 △390 433 26 290 380

① 平成15年３月期

計画初年度に当たる平成15

年３月期において当初の計

画数値を達成できませんで

した。これは厚生年金基金

の解散に伴う退職金制度の

廃止といった固定費削減の

長期計画を前倒しで一挙に



    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施したためです。

 ② 平成16年３月期

売上高につきましては、非

効率小規模催事見直し等の

減少要因があったものの、

大規模小売店との確実な取

引拡大や新規開発商品の健

闘等によりほぼ計画どおり

の数値を確保し、売上総利

益もほぼ計画どおりの数値

を達成しました。しかし、

催事効率は向上しつつある

ものの未だ非効率な小規模

催事もあり、新規商品の先

行費用増と併せ販売費及び

一般管理費が計画を上回り

ました。この結果、営業利

益・経常利益ともに計画数

値までにはいたりませんで

した。前年度概算計上の未

払退職金の支払額が確定

し、差額89百万円を特別利

益として計上したこと等に

より、当期純利益は計画を

上回る数値となりました。

③ 平成17年３月期

大規模小売店対策で売上シ

ェアを拡大するなど継続的

に一定の成果が挙げられた

反面、中小規模の催事販売

が計画どおり推移しなかっ

たことで、催事達成率の改

善が図れず採算が悪化しま

した。経費面では、固定費

を中心とした削減策を下期

中心に断行した結果、計画

を上回る削減効果を挙げる

ことができましたが、和装

事業の催事販売に係る販売

促進費、人件費等が増加

し、販売費及び一般管理費

の総額は計画を上回りまし

た。この結果、２期連続で

黒字を計上したものの、大

幅な減益となり、当期純利

益は計画を下回る数値とな

りました。

④ 平成18年３月期より平成19

   年３月期計画

従前の「修正再建計画」

は、コア事業である和装事

業の計画数値において、個

別取引先の業態動向の変化



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に対応した営業施策を十分

に考慮できていないという

点で、市場環境との乖離が

発生しています。また催事

運営、営業体制、経費管理

など、組織・管理体制上の

課題に対する具体策も十分

とは言えませんでした。こ

のため、当社は従前の「修

正再建計画」について平成

19年３月期までの２ヶ年分

を見直しいたしました。和

装事業を中心に、現行の営

業体制について全社的な見

直しを行い、また、従来施

策の反省も踏まえ、営業戦

略の実態に沿った体制を構

築するというものでありま

す。

これまでのさまざまな問題

点を解決すべく、個別取引

先との取引関係や市場環境

を踏まえた当社グループと

しての営業施策をより明確

にし、トップマネジメント

主導で当該計画数値を精緻

かつ網羅的に管理し、刻々

と変化する市場環境に対し

迅速な対応ができるような

組織体制、経営管理体制の

構築を目指してまいりま

す。

(外形標準課税について) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する営業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が16,000千円増加し、税金等調整前

当期純利益が16,000千円減少してお

ります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 担保資産 １ 担保に供している資産

は、次のとおりです。

売掛金

1,726,000千円

受取手形

100,146千円

建物及び構築物

847,046千円

土地

1,646,115千円

投資その他の資産の
その他

571,501千円

計 4,890,810千円

１ 担保に供している資産

は、次のとおりです。

売掛金

1,726,000千円

受取手形

100,028千円

建物及び構築物

745,780千円

土地

1,516,173千円

投資その他の資産の
その他

1,012,543千円

計 5,100,526千円

１ 担保に供している資産

は、次のとおりです。

売掛金

1,726,000千円

受取手形

100,099千円

建物及び構築物

771,982千円

土地

1,530,773千円

投資その他の資産の
その他

1,016,756千円

計 5,145,610千円

２ 担保付債務は次のとお

りです。

１年以内返済 
予定長期借入金

330,300千円

長期
借入金

7,221,491千円

計 7,551,791千円

２ 担保付債務は次のとお

りです。

１年以内返済
予定長期借入金

580,300千円

長期
借入金

6,365,991千円

計 6,946,291千円

２ 担保付債務は次のとお

りです。

１年以内返済 
予定長期借入金

645,550千円

長期
借入金

6,681,091千円

計 7,326,641千円

 ２ 受取手形割引高 1,722,507千円 1,972,566千円 1,794,474千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 商品事故広告損

品質誤表示に対応した広告掲

載費用です。 

※１    ―――― ※１ 商品事故広告損   

品質誤表示に対応した広告掲

載費用です。 

※２    ――――

 

※２ 減損損失  

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて、総額

17,261千円の減損損失を計上

しました。

   

場所 用途 種類 金額

静岡県伊東市 遊休 土地 14,600千円

東京都中央区他 遊休
無形固定資産 

(電話加入権)
2,661千円

 (経緯)

 上記の資産については、将来の使

用が見込まれないため、回収可能価

額まで減損損失を認識しました。

 (グルーピングの方法)

 継続的に収支を把握している事業

部門別にグルーピングしておりま

す。なお、賃貸用不動産及び遊休資

産については、個々の物件単位でグ

ルーピングしております。

 (回収可能価額の算定方法等)

 回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、遊休土地について

は鑑定評価額を基に評価しておりま

す。

※２    ――――

   

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間連結期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定の金額と現金及び

現金同等物の中間連結期末残高は一

致しています。

同左 現金及び現金同等物の連結期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定の金額と現金及び

現金同等物の連結期末残高は一致し

ています。



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

器具備品 
(千円)

取得価額相当額 192,234

減価償却累計額 
相当額 130,992

中間期末残高 
相当額 61,242

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

器具備品
(千円)

取得価額相当額 166,461

減価償却累計額
相当額 65,028

中間期末残高 
相当額 101,433

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

器具備品 
(千円)

取得価額相当額 161,507

減価償却累計額
相当額 56,566

期末残高相当額 104,940

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

 １年内 31,959千円

 １年超 33,475千円

 合計 65,434千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

 １年内 29,093千円

 １年超 76,131千円

 合計 105,224千円

② 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 29,447千円

 １年超 78,676千円

 合計 108,124千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 20,856千円

減価償却費
相当額

18,755千円

支払利息相当額 1,688千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 17,994千円

減価償却費
相当額

15,768千円

支払利息相当額 2,867千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 41,868千円

減価償却費
相当額

37,125千円

支払利息相当額 4,946千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各連結会計年度への配

分方法については、利息法によ

っています。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 57,087千円 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

非上場株式 50,488千円 

  

種類

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

取得原価
(千円)

中間連結貸借対照表価額
(千円)

差額 
(千円)

株式 7,400 7,600 200

債券 ― ― ―

その他 17,110 16,524 △585

合計 24,510 24,124 △385

種類

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

取得原価
(千円)

中間連結貸借対照表価額
(千円)

差額 
(千円)

株式 7,400 15,000 7,600

債券 ― ― ―

その他 17,110 19,576 2,465

合計 24,510 34,576 10,065



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

非上場株式  51,589千円 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間末 

(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)及び前連結会計年度末(自平成16年４月１日  

至平成17年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、当該事項はありません。 

  

種類

前連結会計年度末
(平成17年３月31日)

取得原価
(千円)

連結貸借対照表価額
(千円)

差額 
(千円)

株式 7,400 8,000 600

債券 ― ― ―

その他 17,110 17,189 79

合計 24,510 25,189 679



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

和装事業 
(千円)

ホームファ 
ニシング 
事業(千円)

宝飾事業
(千円)

洋装事業
(千円)

その他の
事業(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

5,620,999 1,586,341 1,151,600 414,039 33,880 8,806,861 ― 8,806,861

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

37 6 6,811 ― 52,113 58,968 (58,968) ―

計 5,621,037 1,586,347 1,158,412 414,039 85,993 8,865,830 (58,968) 8,806,861

営業費用 5,333,745 1,491,973 1,048,174 391,136 94,114 8,359,145 480,334 8,839,479

営業利益又は
営業損失(△)

287,291 94,373 110,237 22,903 △8,121 506,685 (539,302) △32,617

和装事業 
(千円)

ホームファ 
ニシング 
事業(千円)

宝飾事業
(千円)

その他の
事業(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

5,393,198 1,633,991 1,023,750 311,002 8,361,943 ― 8,361,943

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― 236 ― 59,259 59,495 (59,495) ―

計 5,393,198 1,634,227 1,023,750 370,261 8,421,439 (59,495) 8,361,943

営業費用 5,043,232 1,551,926 901,599 372,018 7,868,776 349,238 8,218,014

営業利益又は
営業損失(△)

349,966 82,301 122,151 △1,756 552,663 (408,733) 143,929



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は和装関連商品の販売を行う和装事業、ホームファニシング関連商品の販売を行うホームファニシ

ング事業、宝飾関連商品の販売を行う宝飾事業及びその他の事業に区分しています。 

従来「洋装事業」のセグメントを開示しておりましたが、当該セグメントの売上高、営業利益の絶対値の金

額が、全セグメントの売上高の合計、営業利益の生じているセグメントの営業利益の絶対値の金額の合計額

に占める割合がいずれも10％未満となったため、当中間連結会計期間より「その他の事業」に含めることと

いたしました。この変更の結果、従来の方法と比較し当中間連結会計期間の「その他の事業」の売上高は

286,879千円、営業費用は287,677千円増加し、営業利益は798千円減少しております。 

２ 各事業の主な取扱商品又は内容 

(1) 和装事業…………振袖、留袖、訪問着、和装品の縫製及び加工 

(2) ホームファニシング事業…………タオル、ホームファニシング製品 

(3) 宝飾事業…………指輪、ネックレス、ブローチ 

(4) その他の事業…………ドレス、スーツ、帽子の製造及び販売、広告宣伝 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間554,769千

円、当中間連結会計期間412,880千円及び前連結会計年度1,032,941千円であり、その主なものは、企業集団

の広告に要した費用及び親会社の本社管理部門に係る費用です。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17

年４月１日 至平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

所在地別セグメント情報は、全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略しました。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17

年４月１日 至平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

海外売上高は、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しました。 

  

和装事業 
(千円)

ホームファ 
ニシング 
事業(千円)

宝飾事業
(千円)

洋装事業
(千円)

その他の
事業(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

11,447,175 3,353,448 2,126,546 793,555 58,346 17,779,073 ― 17,779,073

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

57 159 12,106 ― 124,927 137,251 (137,251) ―

計 11,447,233 3,353,607 2,138,653 793,555 183,274 17,916,324 (137,251) 17,779,073

営業費用 10,870,722 3,059,666 1,950,666 767,781 192,705 16,841,543 871,798 17,713,341 

営業利益又は
営業損失(△)

576,511 293,941 187,986 25,773 △ 9,431 1,074,781 (1,009,050) 65,731 



(１株当たり情報) 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 25.55円 29.30円 25.08円

１株当たり中間(当期)

純利益又は 

中間純損失(△)

△2.25円 3.80円 0.93円

潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)

純利益

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式は存在す

るものの１株当たり中間純

損失であるため記載してお

りません。

3.77円 0.92円

(１株当たり中間(当

期)純利益又は中間純

損失(△)及び潜在株式

調整後1株当たり中間

（当期）純利益の算定

上の基礎)

①中間連結損益計算書

（連結損益計算書）

上の中間(当期)純利

益又は中間純損失

(△)

△64,521千円 109,686千円 26,720千円

②普通株主に帰属しな

い金額の主要な内訳
― ― ―

③普通株式に係る中間

(当期)純利益又は中

間純損失(△)

△64,521千円 109,686千円 26,720千円

④普通株式の期中平均

株式数
28,666千株 28,865千株 28,723千株

⑤潜在株式調整後1株

当たり中間（当期）

純利益 

 中間（当期）純利益

調整額
― ― ―

  普通株式増加数 ― 262千株 343千株

（うち自己株式取得方

式によるストックオプ

ション）

  （―） （262千株） （274千株）

⑥希薄化効果を有しな

いため、潜在株式調

整後１株当たり中間

(当期)純利益の算定

に含まれなかった潜

在株式の概要

新株予約権

1,443個

新株予約権

1,155個

なお、これらの概要は「第
４提出会社の状況、１株式
等の状況、（2）新株予約
権等の状況」に記載のとお
りであります。

新株予約権

1,221個



(重要な後発事象) 

  

 
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当社は平成16年10月26日開催の取締

役会決議に基づき、子会社ブドー真

岡工業株式会社を平成16年12月22日

付にて吸収合併しました。なお、本

合併は商法第413条の３の規定によ

り、当社においては合併契約書に関

する総会の承認を得ることなく行う

ものであります。合併契約の概要は

以下のとおりです。

(1) 合併期日  平成16年12月22日

(2) 合併の形式

  当社を存続会社とする吸収合併

  方式で、ブドー真岡工業株式会

社は解散いたします。

(3) 合併比率

  当社はブドー真岡工業株式会社

  の発行済株式を100％所有して

  おり、合併による新株発行及び

  資本の増加はありません。

(4) 合併交付金

  当社はブドー真岡工業株式会社

  の発行済株式を100％所有して

  おり、合併交付金の支払は行い

  ません。

(5) 財産の引き継ぎ

  合併期日において、当社はブド

  ー真岡工業株式会社の資産・負

  債及び権利義務の一切を引き継

  ぎます。なお、ブドー真岡工業

  株式会社の平成16年９月30日現

  在の財政状態は次の通りです。

資産合計 167,853千円

負債合計 411,000千円

資本合計 △243,146千円

    ――――――― ―――――――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 974,114 838,676 920,888

 ２ 受取手形 ※2 905,032 667,385 1,125,987

 ３ 売掛金 ※2 2,220,288 2,160,091 2,351,788

 ４ 商品 4,212,740 4,552,706 3,815,154

 ５ その他 ※4 236,170 308,624 241,261

   流動資産合計 8,548,347 67.7 8,527,484 68.4 8,455,080 68.0

   貸倒引当金 △66,202 △32,827 △54,251

   差引流動資産合計 8,482,144 67.2 8,494,657 68.1 8,400,828 67.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※2 800,940 747,320 773,626

  (2) 土地 ※2 1,530,773 1,516,173 1,530,773

  (3) その他 ※2 96,279 95,222 95,714

   有形固定資産合計 ※1 2,427,993 19.2 2,358,716 18.9 2,400,113 19.3

 ２ 無形固定資産 6,886 0.1 3,995 0.0 6,772 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 75,212 65,769 68,923

  (2) 関係会社株式 225,602 225,600 225,601

  (3) 関係会社 
    長期貸付金

506,000 90,000 90,000

  (4) その他 ※2 1,618,681 1,453,371 1,525,305

   投資その他の 
   資産合計

2,425,496 19.2 1,834,740 14.7 1,909,830 15.4

   貸倒引当金 △723,295 △221,439 △282,882

   差引投資その他の 
   資産合計

1,702,200 13.5 1,613,300 13.0 1,626,947 13.1

   固定資産合計 4,137,080 32.8 3,976,012 31.9 4,033,833 32.4

   資産合計 12,619,224 100.0 12,470,669 100.0 12,434,661 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 2,504,638 2,384,831 2,484,672

 ２ 買掛金 1,908,018 2,261,771 1,824,419

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

※2 330,300 580,300 645,550

 ４ 返品調整引当金 42,000 34,000 30,000

 ５ その他 ※4 308,302 311,028 328,933

   流動負債合計 5,093,259 40.4 5,571,931 44.7 5,313,575 42.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2 7,221,491 6,365,991 6,681,091

 ２ 繰延税金負債 ― 3,220 ―

 ３ その他 17,762 20,332 19,479

   固定負債合計 7,239,253 57.3 6,389,543 51.2 6,700,570 53.9

   負債合計 12,332,512 97.7 11,961,475 95.9 12,014,146 96.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,288,538 10.2 1,295,738 10.4 1,294,088 10.4

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 8,150 20,019 18,369

 ２ その他資本剰余金 72 97 97

  (1) 自己株式処分差益 72 97 97

   資本剰余金合計 8,222 0.0 20,117 0.2 18,467 0.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 中間未処分利益 
   又は中間(当期) 
   未処理損失(△)

△201,951 15,150 △80,629

   利益剰余金合計 △201,951 △1.6 15,150 0.1 △80,629 △0.6

Ⅳ 土地再評価差額金 △796,613 △6.3 △811,213 △6.5 △796,613 △6.4

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

△385 △0.0 5,970 0.0 349 0.0

Ⅵ 自己株式 △11,099 △0.0 △16,569 △0.1 △15,147 △0.1

   資本合計 286,711 2.3 509,194 4.1 420,515 3.4

   負債及び資本合計 12,619,224 100.0 12,470,669 100.0 12,434,661 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,253,829 100.0 7,804,792 100.0 16,809,511 100.0 

Ⅱ 売上原価 5,249,410 63.6 4,996,187 64.0 10,792,932 64.2

売上総利益 3,004,419 36.4 2,808,605 36.0 6,016,579 35.8

      返品調整引当金 

      戻入額
― ― ― ― 7,000 0.0

返品調整引当金 
繰入額

5,000 0.1 4,000 0.1 ― ―

差引売上総利益 2,999,419 36.3 2,804,605 35.9 6,023,579 35.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,075,361 37.2 2,731,832 35.0 5,989,707 35.6

営業利益又は
営業損失(△)

△75,942 △0.9 72,772 0.9 33,871 0.2

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 31,894 32,912 64,281 

２ その他 99,613 72,500 171,647 

営業外収益合計 131,507 1.6 105,412 1.3 235,929 1.4

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 75,144 78,182 157,627 

２ その他 20,753 19,256 38,929 

営業外費用合計 95,898 1.2 97,438 1.2 196,556 1.2

経常利益又は
経常損失(△)

△40,332 △0.5 80,746 1.0 73,244 0.4

Ⅵ 特別利益

１ 貸倒引当金戻入額 9,840 20,857 28,437 

２ 投資有価証券売却益 ― 226 1,223 

特別利益合計 9,840 0.1 21,084 0.3 29,661 0.2



前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

  １ 減損損失 ※2 ― 17,261 ―

  ２ 商品事故広告損 ※1     9,141 ― 9,141

  ３ ブランド撤退損 ― ― 9,717

４ 投資有価証券評価損 ― 1,100 ―

特別損失合計 9,141 0.1 18,361 0.2 18,859 0.1

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失(△)

△39,633 △0.5 83,470 1.1 84,046 0.5

法人税、住民税 
及び事業税

2,358 0.0 2,290 0.1 4,716 0.0

中間(当期)純利益
又は中間純損失
(△)

△41,991 △0.5 81,180 1.0 79,329 0.5

前期繰越損失 159,959 80,629 159,959

土地再評価差額金
取崩額

― 14,600 ―

中間未処分利益 
又は中間(当期) 
未処理損失(△)

△201,951 15,150 △80,629



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

① 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

   ……移動平均法によ

る原価法

① 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

① 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    ……中間決算日の

市場価格等に

基づく時価法

      (評価差額は、

全部資本直入

法により処理

し、売却原価

は移動平均法

により算定し

ています。)

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    ……決算日の市場

価格等に基づ

く時価法

     (評価差額は、

全部資本直入

法により処理

し、売却原価

は移動平均法

により算定し

ています。)

   時価のないもの

    ……移動平均法に

よる原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

② たな卸資産

商品
評価基準 低価基準

評価方法 総平均法

② たな卸資産

商品 同左

② たな卸資産

商品 同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

  定率法によっていま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物付属設備を除

く)については、定額

法を採用しています。

  なお、主な耐用年数は

次のとおりです。

  建物 ６～47年

  その他２～50年

① 有形固定資産

同左

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

  定額法によっていま

す。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しています。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 返品調整引当金

  百貨店取引の売上返品

による損失に備えるた

め、売上高、返品率及

び売上総利益を勘案し

た損失見積額を計上し

ています。

② 返品調整引当金

同左

② 返品調整引当金

同左



 
  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

ます。

同左 同左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用していま

す。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

―――――――

 (固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しています。

 これにより、税引前中間純利益

は、17,261千円減少しています。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき、当該各資産の金額から直接

控除しています。

―――――――



追加情報 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(外形標準課税) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が8,000千円増加し、税引前中間純

利益が8,000千円減少しておりま

す。

――――――― (経営再建計画の進捗状況について)

当社は「私的整理に関するガイド

ライン」に従い、平成14年３月８日

付で成立し、平成15年５月22日付で

修正した経営再建計画(以下、「修

正再建計画」)を実行しています。

なお、当期の業績を踏まえて、「修

正再建計画」を一層精緻化し強化し

た経営再建計画が、平成17年５月20

日付で協定債権者の承認を受けてお

ります。

  (1) 市田リバイバルプランの進捗

状況について

経営再建計画達成のための重

点戦略「市田リバイバルプラ

ン」の進捗状況は下記のとお

りです。

① 小規模催事見直しによる催

事効率の向上

小規模不採算催事につい

て、スコアリングシートの

導入や得意先との年間コン

ベンションを実施してまい

りましたが、催事計画全般

にわたり、現場任せにして

いた面があり、実現性の低

い計画に基づいた小規模不

採算催事を排除しきれませ

んでした。

② 大規模小売店への一層の営 

業拡大

目標必達に向け、担当者を

増員したことにより売上シ

ェアは拡大できました。し

かしながら、対象得意先の

業績拡大トレンドからすれ

ば更なる改善余地があり、

商材開発や営業人員の集中

的な投入などの課題も残り

ました。

③ 消費者ニーズに基づいた商

品作り

若者向きの店頭商材とショ

ップ運営ノウハウの蓄積を

目的にＹＵＺＵ企画部を設

置、専門店の店頭改装を伴

うＹＵＺＵ商品の取扱店も

増加しました。また、当社

の強みであるオリジナル商

品の開発を目的に、特にＹ

ＵＺＵ企画部と歩調を合わ

せ若者を取りこむための商

材の開発に注力した結果、



  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

ゆかたや店頭雑貨は好調に

推移しました。しかし、当

社戦略商品であるオリジナ

ルブランド商品の再構築に

ついては、成果を挙げるま

でにはいたりませんでし

た。

④ ナレッジ・マネジメントシ

ステム体制の構築

各種データベースや掲示板

の活用等、社内で情報を共

有化するためのインフラは

整備でき、意思伝達のスピ

ード化は図れるようになり

ましたが、催事運営のノウ

ハウの共有や社員同士での

改善案の検討といったコミ

ュニケーションツールとし

ては未だ十分には活用でき

ておりません。

⑤ ＰＴ(プロジェクトチーム)

ソリューションの実践

当期も各部門の合理化等に

向けＰＴを立ち上げ現場で

の問題点抽出・解決のため

の具体策を模索してまいり

ました。特に、当社の中心

事業である和装事業につ

き、徹底的な現状分析・目

指すべき方向性の検討を加

えてまいりました。こうし

た提言を積極的に受け入

れ、今後の営業活動に繋げ

てまいります。

 (2) 数値の比較  

経営再建計画数値の実績と計

画は以下のとおりです。

(単位：百万円）

平成 

15年 

３月期

平成 

16年 

３月期

平成 

17年 

３月期

平成 

18年 

３月期

平成 

19年 

３月期

実績 実績 実績 計画 計画

売上高 16,850 17,049 16,809 16,510 16,750

営業利益 △554 194 33 285 360

経常利益 △484 234 73 300 385

当期純利益 △365 407 79 295 380

① 平成15年３月期

計画初年度に当たる平成15

年３月期において当初の計

画数値を達成できませんで

した。これは厚生年金基金

の解散に伴う退職金制度の

廃止といった固定費削減の

長期計画を前倒しで一挙に



前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

実施したためです。

② 平成16年３月期

売上高につきましては、非

効率小規模催事見直し等の

減少要因があったものの、

大規模小売店との確実な取

引拡大や新規開発商品の健

闘等によりほぼ計画どおり

の数値を確保し、売上総利

益もほぼ計画どおりの数値

を達成しました。しかし、

催事効率は向上しつつある

ものの未だ非効率な小規模

催事もあり、新規商品の先

行費用増と併せ販売費及び

一般管理費が計画を上回り

ました。この結果、営業利

益・経常利益ともに計画数

値までにはいたりませんで

した。前年度概算計上の未

払退職金の支払額が確定

し、差額89百万円を特別利

益として計上したこと等に

より、当期純利益は計画を

上回る数値となりました。

③ 平成17年３月期

大規模小売店対策で売上シ

ェアを拡大するなど継続的

に一定の成果が挙げられた

反面、中小規模の催事販売

が計画どおり推移しなかっ

たことで、催事達成率の改

善が図れず採算が悪化しま

した。経費面では、固定費

を中心とした削減策を下期

中心に断行した結果、計画

を上回る削減効果を挙げる

ことができましたが、和装

事業の催事販売に係る販売

促進費、人件費等が増加

し、販売費及び一般管理費

の総額は計画を上回りまし

た。この結果、２期連続で

黒字を計上したものの、大

幅な減益となり、当期純利

益は計画を下回る数値とな

りました。

④ 平成18年３月期より平成19

年３月期計画

従前の「修正再建計画」

は、コア事業である和装事

業の計画数値において、個

別取引先の業態動向の変化



 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

に対応した営業施策を十分

に考慮できていないという

点で、市場環境との乖離が

発生しています。また催事

運営、営業体制、経費管理

など、組織・管理体制上の

課題に対する具体策も十分

とは言えませんでした。こ

のため、当社は従前の「修

正再建計画」について平成

19年３月期までの２ヶ年分

を見直しいたしました。和

装事業を中心に、現行の営

業体制について全社的な見

直しを行い、また、従来施

策の反省も踏まえ、営業戦

略の実態に沿った体制を構

築するというものでありま

す。

これまでのさまざまな問題

点を解決すべく、個別取引

先との取引関係や市場環境

を踏まえた当社グループと

しての営業施策をより明確

にし、トップマネジメント

主導で当該計画数値を精緻

かつ網羅的に管理し、刻々

と変化する市場環境に対し

迅速な対応ができるような

組織体制、経営管理体制の

構築を目指してまいりま

す。

(外形標準課税について) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。  

 この結果、販売費及び一般管理費

が16,000千円増加し、税引前当期純

利益が16,000千円減少しておりま

す。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      2,715,472千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      2,772,054千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      2,745,456千円

 

※２ 担保資産

売掛金 1,726,000千円

受取手形 100,146千円

建物 800,188千円

土地 1,530,773千円

有形固定資産 

のその他
328千円

投資その他の 

資産のその他
571,501千円

は、1年以内返済予定長期借

入金330,300千円及び長期借

入金7,221,491千円の担保に

供しています。

 

※２ 担保資産

売掛金 1,726,000千円

受取手形 100,028千円

建物 745,488千円

土地 1,516,173千円

有形固定資産

のその他
291千円

投資その他の

資産のその他
1,012,543千円

は、1年以内返済予定長期借

入金580,300千円及び長期借

入金6,365,991千円の担保に

供しています。

 

※２ 担保資産

売掛金 1,726,000千円

受取手形 100,099千円

建物 771,673千円

土地 1,530,773千円

有形固定資産 

のその他
308千円

投資その他の 

資産のその他
1,016,756千円

は、１年以内返済予定長期借

入金645,550千円及び長期借

入金6,681,091千円の担保に

供しています。

 ３ 受取手形割引高

1,722,507千円

 ３ 受取手形割引高

1,972,566千円

 ３ 受取手形割引高

1,794,474千円

※４ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示していま

す。

※４ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

その他に含めて表示していま

す。

※４ 消費税等の取扱い

同左



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 商品事故広告損

品質誤表示に対応した広告掲

載費用です。 

※１    ―――― ※１ 商品事故広告損   

品質誤表示に対応した広告掲

載費用です。 

※２    ――――

 

※２ 減損損失  

   当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにつ

いて、総額17,261千円の減損

損失を計上しました。

   

場所 用途 種類 金額

静岡県伊東市 遊休 土地 14,600千円

東京都中央区他 遊休
無形固定資産 

(電話加入権)
2,661千円

 (経緯)

 上記の資産については、将来の使

用が見込まれないため、回収可能価

額まで減損損失を認識しました。

 (グルーピングの方法)

 継続的に収支を把握している事業

部門別にグルーピングしておりま

す。なお、賃貸用不動産及び遊休資

産については、個々の物件単位でグ

ルーピングしております。

 (回収可能価額の算定方法等)

 回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、遊休土地について

は鑑定評価額を基に評価しておりま

す。

※２    ――――

   

 ３ 減価償却実施額

   内訳は次のとおりです。

有形固定資産 29,698千円

無形固定資産 119千円

 ３ 減価償却実施額

   内訳は次のとおりです。

有形固定資産 26,946千円

無形固定資産 114千円

 ３ 減価償却実施額

   内訳は次のとおりです。

有形固定資産 59,682千円

無形固定資産 234千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

 

器具備品 
(千円)

取得価額相当額 188,865

減価償却累計額 
相当額 127,856

中間期末残高 
相当額 61,008

 

器具備品
(千円)

取得価額相当額 166,461

減価償却累計額
相当額 65,028

中間期末残高 
相当額 101,433

 

器具備品 
(千円)

取得価額相当額 157,657

減価償却累計額
相当額 54,178

期末残高相当額 103,479

②未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 31,725千円

１年超 33,475千円

合計 65,200千円

②未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 29,093千円

１年超 76,131千円

合計 105,224千円

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 28,955千円

１年超 77,672千円

合計 106,628千円

③当中間会計期間の支払リース料、

減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 20,575千円

減価償却費相当額 18,474千円

支払利息相当額 1,688千円

③当中間会計期間の支払リース料、

減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 17,994千円

減価償却費相当額 15,768千円

支払利息相当額 2,867千円

③当期の支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 40,570千円

減価償却費相当額 35,987千円

支払利息相当額 4,876千円

④減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっています。

⑤利息相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 9.97円 17.63円 14.58円

１株当たり中間(当期)

純利益又は 

中間純損失(△)

△1.46円 2.81円 2.76円

潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)

純利益

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式は存在す

るものの１株当たり中間純

損失であるため記載してお

りません。

2.79円 2.73円

(１株当たり中間(当

期)純利益又は中間純

損失(△)及び潜在株式

調整後1株当たり中間

（当期）純利益の算定

上の基礎)

①中間損益計算書（損

益計算書）上の中間

(当期)純利益又は中

間純損失(△)

△41千円 81,180千円 79,329千円

②普通株主に帰属しな

い金額の主要な内訳
― ― ―

③普通株式に係る中間

(当期)純利益又は中

間純損失(△)

△41千円 81,180千円 79,329千円

④普通株式の期中平均

株式数
28,666千株 28,865千株 28,723千株

⑤潜在株式調整後1株

当たり中間（当期）

純利益 

 中間（当期）純利益

調整額
― ― ―

  普通株式増加数 ― 262千株 343千株

（うち自己株式取得方

式によるストックオプ

ション）

  （―） （262千株） （274千株）

⑥希薄化効果を有しな

いため、潜在株式調

整後１株当たり中間

(当期)純利益の算定

に含まれなかった潜

在株式の概要

新株予約権

1,443個

新株予約権

1,155個

なお、これらの概要は「第
４提出会社の状況、１株式
等の状況、（2）新株予約
権等の状況」に記載のとお
りであります。

新株予約権

1,221個



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

(2) 【その他】 

  該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当社は平成16年10月26日開催の取締

役会決議に基づき、子会社ブドー真

岡工業株式会社を平成16年12月22日

付にて吸収合併しました。なお、本

合併は商法第413条の３の規定によ

り、当社においては合併契約書に関

する総会の承認を得ることなく行う

ものであります。合併契約の概要は

以下のとおりです。

(1) 合併期日  平成16年12月22日

(2) 合併の形式

  当社を存続会社とする吸収合併

  方式で、ブドー真岡工業株式会

社は解散いたします。

(3) 合併比率

  当社はブドー真岡工業株式会社

  の発行済株式を100％所有して

  おり、合併による新株発行及び

  資本の増加はありません。

(4) 合併交付金

  当社はブドー真岡工業株式会社

  の発行済株式を100％所有して

  おり、合併交付金の支払は行い

  ません。

(5) 財産の引き継ぎ

  合併期日において、当社はブド

  ー真岡工業株式会社の資産・負

  債及び権利義務の一切を引き継

  ぎます。なお、ブドー真岡工業

  株式会社の平成16年９月30日現

  在の財政状態は次の通りです。

資産合計 167,853千円

負債合計 411,000千円

資本合計 △243,146千円

        ―――――――― ――――――――



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 
  

  

 

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類

事業年度 

(第87期)

自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 

関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成16年12月22日

市田株式会社 

取締役会 御中 

  

新 日 本 監 査 法 人 
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている市田株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、市田株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
  

  

  

  

 

指定社員
公認会計士 神  本  満  男  ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 野  田  弘  一  ㊞

業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成17年12月20日

市田株式会社 

取締役会 御中 

  

新 日 本 監 査 法 人 
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている市田株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、市田株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期

間から固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

  

  

  

 

指定社員
公認会計士 野  田  弘  一  ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 吉  田  敏  宏  ㊞

業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成16年12月22日

市田株式会社 

取締役会 御中 

  

新 日 本 監 査 法 人 
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている市田株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第87期事業年度の中間会計期間（平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、市田株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

  

  

  

  

  

  

  

 

指定社員
公認会計士 神  本  満  男  ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 野  田  弘  一  ㊞

業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成17年12月20日

市田株式会社 

取締役会 御中 

  

新 日 本 監 査 法 人 
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている市田株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第88期事業年度の中間会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、市田株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

  

  

  

  

  

  

 

指定社員
公認会計士 野  田  弘  一  ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 吉  田  敏  宏  ㊞

業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。
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